第34回全国町村職総決起集会にともなう総務省要請報告について
（2013年2月21日実施）

自治労・全国町村評議会は、2013年2月21日11時30分から、総務省交渉を実施した。自治労からは、石上総合組織局長、森本労働条件局長、青木組織対策局長、全国町村評より飯塚議長ほか、全国幹事を含め14人が出席し、総務省からは、三橋給与能率推進室長らが出席した。

はじめに、石上総合局長から挨拶の後、飯塚議長が要求書（別紙）を手渡し、今回の重点要求項目としていた「1」「3」「4」「6」について、総務省の回答を求めた。

総務省回答は次のとおり。

（要求項目１）

地方公務員の給与については、各地方公共団体において、議会での議論を経て、条例で定められるもの。

地方公共団体に対する今回の要請については、現下の最大の使命である「日本の再生」に向けて、国と地方が一丸となってあらゆる努力を結集する必要がある中、当面の対応策として、平成25年度に限って緊急にお願いしているもの。

我々としては、ぜひ各地方公共団体に今回の要請の趣旨をご理解いただきたいと考えており、今後とも丁寧に説明してまいりたい。

（要求項目３）

　地方公務員の雇用と年金の接続については、「定年退職する職員が再任用を希望する場合、当該職員の任命権者は、定年退職日の翌日、当該職員を再任用職員として採用するものとすること。」等とする制度概要(案)を公表したところ。

　その後発足した現政権の公約においては、「60歳定年から年金支給開始までの収入の空白期間を回避するため、再任用制度の原則化を進めます。」、あるいは「年金支給開始年齢の引き上げに伴い定年退職者が無収入となることがないよう再任用制度の拡充を当面の措置とし、将来的には65歳まで定年を延長します。」とされているところ。

　こうした状況も踏まえ、引き続き、国家公務員における接続の検討状況を見つつ、対応してまいりたい。

（要求項目４）

各地方公共団体においては、効率的で質の高い行政サービスを実施するために、地域の実情に応じ、行政需要の変化に対応したメリハリのある人員配置を行うなど、適切な人事管理に取り組むことが重要と考えている。

（要求項目６）

　安全衛生管理体制の確立等、地方公務員の安全衛生施策については、任命権者が労働安全衛生法の趣旨にのっとり主体的に実施するものであり、各地方公共団体において適切に実施されているものと認識している。

総務省においては、従来から、地方公共団体における労働安全衛生法の遵守やメンタルヘルス対策に資するため、地方公共団体に対して情報提供や助言を行ってきているところ。また、地方公務員災害補償基金と共に、特に被災地を中心とした「メンタルヘルス総合対策事業」を実施するなど対策の充実を図ってきているところ。

今後とも、このような取組を踏まえながら、関係機関とも連携し、地方公共団体の安全衛生管理体制の確立、メンタルヘルス対策及び過重労働対策について積極的に情報提供や助言を行ってまいりたい。

　これらの回答を受け、自治労側から現場の実態を訴え、総務省の考えを質した。主な発言項目は以下のとおり。

【幹　事】給与の引き下げに関して、当面の対策として平成25年度限りとのことだが、交付税との関係もある。平成26年度以降は総務省としては回復する考えがあるのか。

【幹　事】人件費の抑制に関して、過疎地の公立病院は人員配置が厳しい。これ以上の人件費抑制は過疎地の公立病院の人材が確保できなくなる懸念がある。特別な配慮をお願いしたい。

【幹　事】雇用と年金の接続に関して、民間が先行している。町村においては制度ができていない。住民アピールふくめてＰＲをお願いしたい。60歳になったらモチベーションが下がってしまうのではなく、しっかり仕事ができるような仕組みにしていただきたい。現業職場においては、人手が足りないため、給料が下がっても引き続き働いてほしいというのがあるが、事務職は新規採用を優先したいがために再任用制度がすすんでいない。積極的な情報提供と助言をとりわけ町村自治体に発信してほしい。

【幹　事】被災地の声を聴く機会がある。公務員は自らが被災者でありながらも公務に従事している。また災害派遣で来ている他県の職員にもメンタル系の疾患にかかっている方が相当数いる。先の見えない状況だ。メンタルヘルス対策と過重労働対策については強い指導をお願いしたい。

【幹　事】人員配置と定員管理について、自治体で土地改良の仕事をしているが、2013年度に予定していた事業を2012年度補正予算でやれ、予算はすべて確保するといきなり県を通して言われ、1～2日で判断を迫られたが、職員が少ない中で、とても手が回らない。十分な人員を配置できない中、メンタルヘルスや過重労働につながるのではないか。

【幹　事】自治労の調査によると町村自治体の臨時・非常勤等職員の数は2009年の31.4％から2012年の35.8％と着実に増えている。自治体の財政事情が厳しいのと、行政ニーズが複雑化してきたことで増えてきているのではないか。定数を確保してそれぞれの自治体で決めさせていただきたい。

以上の発言に対して総務省側から、以下の回答をうけた。

【総務省】政権が代わり、様々な国の施策も大きく変わってきており、地方公共団体に対する対応、あるいは地方公務員行政に対する対応も大きく変化している。その中で総務省としては、地方公共団体の理解を得ながら施策をすすめていかなければいけないと考えている。

給与引下げに関し、平成26年度以降について、今後の国・地方を通じた公務員給与のあり方については、改めてしっかりした議論が必要であると考えている。今回については、減災・防災対策や地域の活性化といった喫緊の課題に対処するため、国家公務員の給与減額支給措置を踏まえて、25年度に限って緊急にお願いしているもの。

　

　総人件費の抑制について、各自治体において定員管理をしっかりやっていただくということに尽きる。メリハリのある人員配置で、適切な人員管理を各自治体において行われることが基本であると考えている。

　メンタルヘルス対策について、被災地に応援に行っている方々のメンタルヘルスも含めて問題意識を持っており、通知を示すなどして、十分対策をとっていただきたいということを助言をしているところ。

　　

　雇用と年金の接続について、制度概要として公表をして、取組を進めていこうということであるが、政権交代もあり、国家公務員の制度の検討があるということなので、それを踏まえて、引き続き対応していきたいと考えているところ。

　

最後に飯塚議長から、「地方の町村では住民から『いつまで働いているんだ』と言われることもある。民間の再雇用は70％となっているなか、地方にも再任用の制度化に対し強く発信してほしい。また、各自治体に労働安全衛生委員会があっても開かれないところがある。メンタルヘルス対策強化のためにも開催状況を公表するなどの情報提供をお願いしたい。」と発言し交渉を終えた。

